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１. はじめに 

個人の行動は時間とともに変化するが，その変化は，時代の流れによる変化と加齢による変化で構成される．

それぞれの時代に固有の効果があるとすれば，前者は，それら時代効果の差異と言える．それぞれの年齢に

固有の効果があるとすれば，後者は，それら年齢効果の差異と言える．また，貧しい時代に育った人と豊かな時

代に育った人では行動様式が異なるように，個人の行動はその個人が属する世代によっても影響を受ける．厳

密には，時代効果や年齢効果をコントロールした状況における，世代による行動の違いが存在する．例えば，

肉の摂取量が，時代の影響を受けないとし，年齢が同じであれば，何歳の時点で比較しても 1980 年代生まれ

が 1950 年代生まれよりも多い，という違いである．それぞれの世代に固有の効果があるとすれば，このような違

いは，それら世代効果の差異と言える．以上のように，個人の行動の変動は，時代効果の変動，年齢効果の変

動，世代効果の変動により構成されると言える． 

食品摂取にも，直観的には，これら３因

子の効果が存在すると考えられる．しかし，

それを証明するのは容易でない．第１表は，

厚生労働省『国民栄養調査』による，年次

別・年齢別の肉類の摂取量である．この表

のように，一定期間おきに調査された年齢

別データをコウホート表と呼ぶ．1989 年の

40 歳代の摂取量 61g/日/人を基準に，３因

子の効果を推論してみよう．表を横にみれ

ば，50 歳代が 54gだから，摂取量は加齢に

より減ると推論できる．しかし，61g は 1940

年代生まれ，54g は 1930 年代生まれの摂

取量だから，新しい世代ほど多いとも言え

る．表を縦にみれば，1999 年の 40 歳代の

摂取量が83gだから，摂取量は時代の流れ

により増えたと推論できる．しかし，83g は

1950 年代生まれの摂取量なので，新しい世代ほど多いとも言える．表を斜めにみれば，1940 年代生まれの世

代は，1989 年には 40 歳代だが，1999 年には 50 歳代となり，摂取量が 54g へと減っている．この場合も，時代

の流れによって減ったのか，加齢によって減ったのか，判断できない． 

本研究では，食品摂取量の変動を，コウホート分析により，これら３因子の効果の変動に分離する．そして，

食品摂取に世代効果が存在するかどうかを検証する．世代効果は，将来の食料需要を予測するための貴重な

情報となる．なぜなら，世代交代は確実に進み，それは食料需要を確実に変化させる． 

用いたデータは国民栄養調査である．国民栄養調査は，1947 年に始まり現在まで続いているが，1986 年～

2000 年の間，全国の１人世帯の食品群別摂取量を年齢階級別（10 歳刻み）に公表している．総務省の『家計調

査年報』も，世帯主年齢階級別の世帯当たり消費量を公表している．しかし，必要とするのは個人の年齢別消

第１表 年次別・年齢別の肉類摂取量 (1 人 1 日当たり g) 

 年齢 
20～29 30～39 40～49 50～59 60～69 70～ 年次  

1986 80  77  66  59  47  39  

1987 72  76  60  55  43  35  

1988 83  77  77  57  48  40  

1989 86  81  61  54  44  44  

1990 82  76  66  55  48  38  

1991 79  79  65  56  43  35  

1992 79  82  69  54  45  38  

1993 84  77  78  54  44  41  

1994 76  79  68  61  43  38  

1995 90  99  72  61  50  34  

1996 83  77  80  56  51  36  

1997 88  91  82  55  56  40  

1998 92  85  89  69  45  34  

1999 76  100  83  54  52  40  

2000 90  90  86  69  50  40  
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費量である．家計調査年報は，データの利用可能な期間が長いという利点はあるが，個人の年齢別消費量を

推定しなければならない．それに対して，国民栄養調査は，データの利用可能な期間が短いが，個人の年齢

別摂取量を公表している．国民栄養調査は，19 品目を対象としているが，その他の食品を除く，18 目を分析対

象とした． 

 

２. コウホート分析モデル 

本研究が対象とするコウホート表は第１表のとおりである．年次は１年刻みだが，年齢は 10 歳刻みである．両

者の刻みが一致する標準コウホート表では，出生コウホートが対角線上を移動する．しかし，この一般コウホート

表では，例えば，1940 年代生まれコウホートは，1989 年には 40～49 歳のセル，10 年後の 1999 年には 50～59

歳のセルへという具合に移動する．そこで，1989 年と 1999 年，1990 年と 2000 年など，10 年おきのデータを１セ

ットとし，各セットを標準コウホート表形式とする．データセットは５セットとなり，それぞれについてコウホート分析

を行う．したがって，濃く塗りつぶした部分のデータは利用しない． 

1989 年と 1999 年のデータセットを用い，コウホート分析する場合を考えよう．第２表は，第１表の 1989 年と

1999 年の行を取り出し，模式的に描いた標準コウホート表である．摂取量とそれを決める３因子の効果の関連

を(1)式のように定式化した． 

𝑄𝑖𝑗 = 𝜇 + 𝑃𝑖 + 𝐴𝑗 + 𝐶𝑘                       (1) 

𝑄𝑖𝑗は表の各セルの摂取量である．𝑃𝑖は𝑖期に固有の効果のパラメータである．どのデータセットにおいても，

1986～1990 年を𝑃1，1996～2000 年を𝑃2とする．𝐴𝑗は𝑗年齢階層に固有の効果のパラメータである．20～29 歳を

𝐴1，30～39 歳を𝐴2，以下同様に，70 歳～の𝐴6まで設定する．𝐶𝑘は𝑘コウホートに固有の効果のパラメータであ

る．1910年代生まれを𝐶1，1920年代生まれを𝐶2，以下同様に，1970年代生まれの𝐶7まで設定する．第２表に示

すように，コウホート表の対角に位置するセルの世代効果𝐶𝑘が同じであることに注意して欲しい．𝜇は総平均効

果である．また，(2)式のゼロ和条件を課す． 

∑𝑃𝑖 = ∑𝐴𝑗 = ∑𝐶𝑘 = 0                      (2)     

そのため，𝑄𝑖𝑗は，全てのセルに共通の総平均効果𝜇に，各セルが持つ時代効果𝑃𝑖，年齢効果𝐴𝑗，世代効果𝐶𝑘

が加わるという定式化となる． 

ここで問題となるのが，(1)式の推定方法である．(1)式を回帰分析すれば，最小二乗解としてパラメータを得る

ことができるように思える．しかし，説明変数間には，年次－年齢＝世代，という線形依存の関係があり，回帰デ

ザイン行列がフルランクではないので，無限の数の解が存在する．これを識別問題と呼ぶ．そこで，伝統的には，

パラメータベクトルの任意の部分に等値関係の制約を課すことで（例えば，20 歳代と 30 歳代の年齢効果は等し

いなど），識別問題が回避されてきた．しかし，このような制約を課せば，恣意性を免れないし，制約によって結

果が異なるという問題が生じる．このようななかで，Nakamura〔4〕は，ベイズ型コウホート分析モデルを提案した．

例えば，ある食品の摂取量について，20 歳代と 70 歳代の間には大きな差があるが，20 歳代と 30 歳代では大

第２表 模式的に描いた標準コウホート表 

  年  齢 

  20～29 

(𝑗 = 1) 

 30～39 

(𝑗 = 2) 

 40～49 

(𝑗 = 3) 

 50～59 

(𝑗 = 4) 

 60～69 

(𝑗 = 5) 

 70～ 

(𝑗 = 6) 

              

 

年 

 

次 

1989 

 (𝑖 = 1) 

𝑸𝟏𝟏 
(𝑘 = 6) 

 𝑸𝟏𝟐 
(𝑘 = 5) 

 𝑸𝟏𝟑 
(𝑘 = 4) 

 𝑸𝟏𝟒 
(𝑘 = 3) 

 𝑸𝟏𝟓 
(𝑘 = 2) 

 𝑸𝟏𝟔 
(𝑘 = 1) 

            

1999 

 (𝑖 = 2) 

𝑸𝟐𝟏 
(𝑘 = 7) 

 𝑸𝟐𝟐 
(𝑘 = 6) 

 𝑸𝟐𝟑 
(𝑘 = 5) 

 𝑸𝟐𝟒 
(𝑘 = 4) 

 𝑸𝟐𝟓 
(𝑘 = 3) 

 𝑸𝟐𝟔 
(𝑘 = 2) 

            

 

𝑥1 𝑥2 𝑦1 𝑦2 𝑦3 𝑦4 𝑦5 𝑥3 𝑥4 𝑥5 𝑥6 
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差がないなど，漸進的条件を制約に課すことで，最小二乗解を得る方法である．また，Yang et al.〔5〕は，特別な

制約なしに推定される最小二乗解である IE（Intrinsic Estimator）を提案し，「IE は，デザイン行列の影響を除い

た，主成分回帰の推定量の特別な形式」としている． 

食料消費における３因子の効果をコウホート分析により計測した先行研究には，家計調査年報の世帯主年齢

階級別世帯当たり消費量から推定した，年齢別１人当たり消費量のデータを用い，ベイズ型モデルあるいは IE

モデルを用いた，Mori and Gorman〔2〕，Mori and Clason〔3〕，森他〔8〕がある．また，Hayden and Blisard〔1〕は，

生鮮野菜への家計支出を，メディアン回帰により，時代，年齢，世代，価格，所得，その他個人属性の効果に分

解している． 

しかし，ベイズ型モデルや IE モデルが，必ずしも安定的な結果を保証するとは限らない（註 1）．しかも，これ

らモデルは高度な数学の知識を要求する．また，本研究では，推定すべきパラメータの数が 15 個に対して

（𝑃𝑖:2，𝐴𝑗:6，𝐶𝑘:７），データ数は 12 個である．ゼロ和条件により変数を 12 個に減らせるとしても，自由度が不足

する．そこで，本研究では，連立方程式の解として無限に存在するパラメータの組合せから，セル間における３

因子の効果の相関が最小となる組合せを特定する，因子間相関最小化型コウホート分析モデルを提案する．こ

のモデルの特徴は，３因子の効果を計測するというよりは，コウホート表の値のセル間変動を，３因子の効果の

変動に分離する所にある．例えば，コウホート表を横にみたとき，年齢効果が小さいセルほど，世代効果が大き

いといった，相関が起こらないようにする．年齢効果と世代効果が相互依存しなければ，コウホート表の横方向

の値の変動を，年齢による変動と世代による変動に分離できる．同様に，３因子の効果がセル間において相関

しないとすれば，コウホート表の値のセル間変動を３因子の効果のセル間変動に分離できる． 

以下では，分析方法を示そう．まず，(1)(2)式による連立方程式の解として，パラメータを得ることを考えよう．

第２表において， 𝑄11から𝑄21への変化分を𝑥1とすれば，𝑥1 = (𝑃2 − 𝑃1) + (𝐶7 − 𝐶6)，となる．同様に，縦方向

の変化分は(3)式のように表現でき，6 本の方程式を得る． 

𝑥𝑙 = (𝑃2 − 𝑃1) + (𝐶𝑘+1 − 𝐶𝑘)            (3) 

また，𝑄11から𝑄22への変化分を𝑦1とすれば，𝑦1 = (𝑃2 − 𝑃1) + (𝐴2 − A1)，となる．同様に，対角方向への変化

分は(4)式のように表現でき，５本の方程式を得る． 

𝑦𝑙 = (𝑃2 − 𝑃1) + (𝐴𝑗+1 − 𝐴𝑗)             (4) 

以上の 11 本の方程式に，ゼロ和条件から導かれる(2)式の 3 本を加えれば，14 本の方程式を得る（註 2）．しか

し，未知数のパラメータが 15 個なので，方程式が 1 本足りず，連立方程式によりパラメータを特定することはで

きない． 

ただし，𝐶4を除き，任意の１つのパラメータについて解くことは可能である．(5)式は𝐶7について解いている． 

 

𝑚1～𝑚13は既知の値である（註 3）．したがって，外生的に𝐶7を与えれば，全てのパラメータの値が決まる．つま

り，パラメータの組合せが無限に存在し，何らかの制約を課さない限り，パラメータの組合せを特定できない状

態である． 

𝑃1 =
𝐶7

6
+ 𝑚1 

𝐴1 = −
5𝐶7

6
+ 𝑚2 

𝐴4 =
𝐶7

6
+ 𝑚5 

𝐶1 = −𝐶7 + 𝑚8 

𝐶4 = 𝑚11 

 

𝑃2 = −
𝐶7

6
− 𝑚1 

𝐴2 = −
𝐶7

2
+ 𝑚3 

𝐴5 =
𝐶7

2
+ 𝑚6 

𝐶2 = −
2𝐶7

3
+ 𝑚9 

𝐶5 =
𝐶7

3
+ 𝑚12 

 

 

 

𝐴3 = −
𝐶7

6
+ 𝑚4 

𝐴6 =
5𝐶7

6
+ 𝑚7 

𝐶3 = −
𝐶7

3
+ 𝑚10 

𝐶6 =
2𝐶7

3
+ 𝑚13 

 

(5) 
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そこで，本研究では，(1)式において， 𝑃𝑖，𝐴𝑗，𝐶𝑘が，相互依存しない，すなわち独立と仮定する．そして，(5)

式を満たすパラメータの組合せの中から，この制約を満たす組合せを探す．コウホート分析を「３因子の効果の

分離」と定義すれば，この制約は問題にならない．なぜなら，時代効果が世代や年齢に依存する，年齢効果が

時代や世代に依存する，世代効果が時代や年齢に依存するとすれば，３因子の効果の分離という文脈からは，

それぞれを時代効果，年齢効果，世代効果とは呼べない． 

さて，モデルの定式上，𝑃𝑖と𝐴𝑗は相関せず，相互に独立である（註 4）．したがって，𝐶𝑘が𝑃𝑖や𝐴𝑗と相関しない

ようなパラメータの組合せを探せばよい．そこで，①𝐶7に任意の値を外生的に与え，②(5)式より暫定的なパラメ

ータの組合せを導き，③それらパラメータからコウホート表の各セルの𝑃𝑖，𝐴𝑗，𝐶𝑘を得て，④𝐶𝑘を𝑃𝑖と𝐴𝑗で説明

する重回帰モデルの重相関係数を求める．①～④を繰り返せば，重相関係数が最小となるパラメータの組合せ

を探すことができる．ここでは，たまたま𝐶7について連立方程式を解き，𝐶7を外生的に与えることでパラメータの

組合せを特定した．しかし，𝐶4を除き，いずれのパラメータについて連立方程式を解いたとしても，連立方程式

を満たすパラメータの組合せや，そのなかで重相関係数が最小となるパラメータの組合せは同じとなる． 

第２図のパネル１-Ｂと２-Ｂは，米類の 1986 年と 1996 年のデータセットを用い，３因子の効果を要素とする各

セルの座標点(𝑃𝑖 , 𝐴𝑗 , 𝐶𝑘)を三次元空間に落として描いた．両図はいずれも(5)式を満たすパラメータの組合せ

から描かれているが，１-Ｂは重相関係数が最小（0.12），２-Ｂは重相関係数が 0.90，となるパラメータの組合せ

から描かれている．パネル１-Ｂの方が，相関が小さいことがわかる． 

パネル１-Ａと２-Ａは，それぞれの場合の相関係数行列である．双方ともに，𝑃𝑖と𝐴𝑗の相関係数は，モデルの

定式上，ゼロである．したがって，コウホート表の対角方向の摂取量セル間変動は，𝐶𝑘＝一定のもとで，𝑃𝑖のセ

ル間変動と𝐴𝑗のセル間変動に完全に分離できている．𝑃𝑖と𝐶𝑘の相関係数も，重相関係数を最小化することで，

ゼロに近くなっている．したがって，縦方向の摂取量セル間変動も，𝐴𝑗＝一定のもとで， 𝑃𝑖のセル間変動と𝐶𝑘の

セル間変動にほぼ分離できている．しかし， 𝐴𝑗と𝐶𝑘には若干の相関がみられ，横方向の摂取量セル間変動は，

𝑃𝑖＝一定のもとで， 𝐴𝑗のセル間変動と𝐶𝑘のセル間変動に分離できない部分が残っていると言える． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

パラメータの具体的な推定方法を説明しよう．Excelのワークシート上に(5)式を記述し， 𝐶7を任意に与えること

で，３因子の効果の暫定的なパラメータの組合せを得ることができるようにした．また，このように得た暫定的パラ

メータを，第２表における各セルの𝑃𝑖， 𝐴𝑗， 𝐶𝑘に代入し，各セルの𝐶𝑘を𝑃𝑖と𝐴𝑗で説明する重回帰モデルの重相

関係数を求める数式をワークシート上に記述した．そして，Excelのソルバーを用い，重相関係数を最小化するよ

第１図 時代・年齢・世代効果の相関係数行列と三次元散布図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[１-Ｂ] 座標分布（重相関係数最小） 

 

[２-Ｂ] 座標分布（重相関係数 0.90） 

 

𝐴𝑗  

𝑃𝑖 

𝐶𝑘 

𝐴𝑗  

𝑃𝑖 

𝐶𝑘 

[１-Ａ] 相関係数行列（重相関係数最小） 

 

[２-Ａ] 相関係数行列（重相関係数 0.90） 

 

 𝑃𝑖 𝐴𝑗 𝐶𝑘 

𝑃𝑖 1.000    

𝐴𝑗 0.000  1.000   

𝐶𝑘 -0.084  -0.338  1.000  

 

 𝑃𝑖 𝐴𝑗 𝐶𝑘 

𝑃𝑖 1.000    

𝐴𝑗 0.000  1.000   

𝐶𝑘 -0.275  -0.908  1.000  
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うな𝐶7を探すことで，パラメータの組合せを特定した．ただし，重相関係数の極小値が２つ以上存在する場合が

あり，初期値を探索的に変化させ，全域的な最小値を探す必要があった． 

1989年と1999年のデータセット以外では，各セルの世代がモデルで定義した世代𝑘と一致しないので，𝐶𝑘を

直接得ることができない．例えば，1986年，40～49歳のセルは1937年～1946年生まれの摂取量，30～39歳のセ

ルは1947年～1956年生まれの摂取量である．そこで，以下のように推定した．1986年と1996年のデータセットの

分析において，1940年代生まれの𝐶4を推定する場合を例に推定方法を示そう．まず，①各セルを構成する実際

の世代の世代効果を，1937年～1946年生まれを𝐶4
′，1947年～1956年生まれを𝐶5

′として得た．そして，②1937年

～1946年生まれに占める1940年代生まれ世代の割合が0.7，1947年～1956年生まれに占める1940年代生まれ

世代の割合が0.3だから，𝐶4 = 0.7 ∙ 𝐶4
′ + 0.3 ∙ 𝐶5

′，として求めた． 

食品摂取に世代効果が存在するかどうかは，Kendallの一致係数（𝑊）を用い，５つのデータセットにおいて，

𝐶7 > 𝐶5 ∙∙∙∙> 𝐶1など，𝐶𝑘の順位に一貫性があるかどうかで検証した．具体的には，「５つのデータセットにおける

𝐶𝑘の順位に一貫性がない」とする帰無仮説を棄却できるかどうかで検証した（註5）．年齢効果も同様に検証した．

時代効果の存在は，２標本の𝑡検定を用い，𝑃1と𝑃2の母平均が異なるかどうかで検証した．具体的には，「𝑃1と𝑃2

に差はない」という帰無仮説を棄却できるかどうかで検証した（註6）． 

 

３. 結果 

結果は第３表のとおりである．各品目の左列は，３因子の効果のパラメータの推定値で，５つのデータセットか

らそれぞれ得たパラメータの平均値である．右列は，「***」は危険水準1％，「**」は危険水準5％，「*」は危険水

準10％で帰無仮説を棄却でき，「-」は危険水準10％でも帰無仮説を棄却できないことを示す．  

米類の摂取量は，時代の流れとともに減少している．また，60歳をこえると減少するが，若齢層ほど少ない．し

かし，世代の影響を受けているとは言えない．我が国の米の消費量が減少したのは，世代交代よりも時代の影響

と考えられる．小麦類の摂取量は，時代の流れとともに増加している．また，若齢層ほど多い．しかし，世代の影

響を受けているとは言えない．いも類の摂取量は，時代の流れともに増加している．また，若齢層ほど少ない．し

かし，世代の影響を受けているとは言えない． 

砂糖類の摂取量は，時代の流れとともに減少している．また，若齢層ほど少ない．しかし，世代の影響を受けて

いるとは言えない．菓子類の摂取量は，時代の流れとともに増加している．しかし，年齢や世代の影響を受けてい

るとは言えない．油脂類の摂取量は，時代の流れとともに減少している．また，若齢層ほど多く，新しい世代ほど多

い．我が国の油脂類の消費量が増加したのは，世代交代の影響と考えられる． 

豆類の摂取量は，若齢層ほど少ない．しかし，時代や世代の影響を受けているとは言えない．果実類の摂取

量は，新しい世代ほど少ない．しかし，時代や年齢の影響を受けているとは言えない．我が国の果実の消費量

が減少したのは，世代交代によると考えられる．調味嗜好飲料の摂取量は，時代の流れとともに増加している．

また，若齢層ほど多く（20歳代が少ないのは飲酒が関連していると考えられる），新しい世代ほど多い．緑黄色野

菜の摂取量は，時代の流れとともに増加している．また，若齢層ほど少ない．しかし，世代の影響を受けていると

は言えない．その他の野菜の摂取量は，若齢層ほど少なく，1960年以降生まれの新しい世代で少ない．しかし，

時代の影響を受けているとは言えない．海草類の摂取量は，若齢層ほど少なく，新しい世代ほど少ない．しかし，

時代の影響を受けているとは言えない． 

魚介類の摂取量は，若齢層ほど少ない．また，1960年代以後生まれの新しい世代で少ない．しかし，時代の

影響を受けているとは言えない．肉類の摂取量は，時代の流れとともに増加している．また，50歳をこえると減少

し，新しい世代ほど多い．我が国の肉類の消費量が増加したのは，時代の影響と世代交代によると考えられる．

卵類の摂取量は，時代の影響も，年齢の影響も，世代の影響も受けているとは言えない．乳類の摂取量は，時

代の流れとともに増加している．また，1960年以降生まれの新しい世代で少ない．しかし，年齢の影響を受けて

いるとは言えない． 

 

第３表 時代・年齢・世代効果のパラメータの推定結果          （g/日/人） 
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 米類 小麦類 種実類 いも類 砂糖類 菓子類 

総平均 177.5  104.7  1.9  49.7  10.7  19.0 

時代  
1986-90 19.6  

*** 
-3.7  

*** 
-0.5  

*** 
-3.5  

*** 
0.6  

*** 
-1.4  

*** 
1996-00 -19.6  3.7  0.5  3.5  -0.6  1.4  

年齢 

20-29 -8.6  

*** 

9.9  

*** 

-0.2  

* 

-5.4  

** 

-1.8  

*** 

-1.2  

- 

30-39 4.5  15.2  -0.1  -7.5  -0.4  -0.9  

40-49 7.9  8.6  -0.8  -2.6  -0.3  0.1  

50-59 8.9  2.0  -0.1  -2.0  0.6  1.1  

60-69 -0.3  -11.5  0.6  8.9  0.7  2.6  

70- -12.3  -24.2  0.6  8.6  1.1  -1.8  

世代 

1970- 9.8  

- 

4.2  

- 

-1.4  

** 

-8.6  

- 

-0.7  

- 

4.9  

- 

1960-69 -1.2  5.4  -0.5  -6.4  -0.6  -0.4  

1950-59 -2.6  7.6  0.8  -4.5  0.0  -3.6  

1940-49 -5.8  -1.4  0.7  -1.7  0.4  -3.3  

1930-39 -4.1  -5.9  0.8  7.5  0.6  -2.5  

1920-29 0.7  -6.1  0.0  7.6  0.3  2.2  

-1919 3.9  -4.1  -0.5  4.1  -0.1  3.3  
       
 油脂類 豆類 果実類 調味嗜好飲料 緑黄色野菜 その他の野菜 

総平均 17.5 65.1 137.2 229.7 84.9 152.9 

時代  
1986-90 0.4  

* 
-1.6  

- 
0.2  

- 
-42.0  

*** 
-8.0  

*** 
-2.9  

- 
1996-00 -0.4  1.6  -0.2  42.0  8.0  2.9  

年齢 

20-29 1.6  

** 

-23.0  

*** 

-17.0  

- 

-30.4  

*** 

-26.9  

*** 

-24.6  

*** 

30-39 2.5  -11.0  -24.3  90.4  -13.1  -20.4  

40-49 1.9  -0.4  -8.4  99.6  -2.9  -8.1  

50-59 0.2  14.2  8.4  20.8  9.2  14.1  

60-69 -1.9  14.3  22.1  -41.2  20.5  23.8  

70- -4.3  6.0  19.2  
-139.

2  
13.1  15.3  

世代 

1970- 1.5  

** 

-3.6  

- 

-44.3  

** 

27.1  

*** 

-2.9  

- 

-15.9  

*** 

1960-69 2.8  -6.9  -39.5  30.9  -1.4  -6.5  

1950-59 1.8  -2.5  -16.4  1.3  0.4  9.1  

1940-49 -0.3  -0.1  11.7  -11.4  1.2  11.7  

1930-39 -0.9  -1.7  28.8  -30.8  3.9  4.1  

1920-29 -1.7  4.9  28.9  -34.4  -0.4  3.6  

-1919 -2.3  7.9  20.5  21.0  -2.2  -6.5  
       

  きのこ類 海草類 魚介類 肉類 卵類 乳類 

総平均 9.5 5.7 88.0 64.4 38.1 116.8 

時代  
1986-90 -1.0  

*** 
-0.1  

- 
-0.5  

- 
-3.1  

*** 
0.4  

- 
-7.3  

** 
1996-00 1.0  0.1  0.5  3.1  -0.4  7.3  

年齢 

20-29 -1.5  

- 

-0.9  

** 

-21.5  

** 

10.3  

*** 

-3.1  

- 

-10.5  

- 

30-39 -0.8  -1.2  -11.2  11.9  -0.8  3.3  

40-49 -0.5  -0.8  -0.2  12.4  5.1  -6.5  

50-59 1.3  0.4  12.3  0.8  2.0  -5.9  

60-69 1.9  1.4  12.7  -10.5  0.6  6.2  

70- -0.4  1.1  7.8  -24.9  -3.7  13.3  

世代 

1970- -3.2  

* 

-1.4  

** 

-13.0  

*** 

7.1  

*** 

-0.1  

- 

-4.3  

** 

1960-69 0.0  -1.2  -6.0  8.5  -0.1  -8.9  

1950-59 1.1  0.4  8.2  3.2  1.8  -1.1  

1940-49 2.3  1.0  13.6  -7.4  -2.4  12.6  

1930-39 1.0  0.8  4.7  -7.3  -1.4  9.9  

1920-29 -0.1  0.8  -0.3  -5.2  0.2  7.9  

-1919 -1.1  -0.4  -8.4  1.1  1.9  -14.7  
 

注: 1) 「***」「**」「*」は，それぞれ危険水準 1％，5％，10％で，時代，年齢，あるいは世代効果が認められることを意

味する．「-」は危険水準 10％でもそれら効果を認めることができると言えないことを意味する． 
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５. おわりに 

本研究では，食品摂取に世代効果が存在するかどうかを検証した．国民栄養調査が対象とする食品 18 品目

の内の 10 品目で，世代効果が認められた．すなわち，食品摂取には，世代効果が存在すると考えられる．また，

時代効果が認められた食品は 12 品目，年齢効果が認められた食品は 13 品目であった．世代効果が認められ

た食品は，種実類，油脂類，果実類，調味嗜好飲料，その他の野菜，きのこ類，海草類，魚介類，肉類，乳類で

あった．他方，世代効果を認めることができない食品は，米類，小麦類，いも類，砂糖類，菓子類，豆類，緑黄

色野菜，卵類であった．ただし，結果を概観すれば，最も新しい世代と最も古い世代の世代効果のパラメータが

不安定という感触を持つ．同時に，これら世代がコウホート表のセル上で関連する，最も若い年齢階層と最も高

い年齢階層の年齢効果のパラメータも不安定との感触を持つ．これは，全てのコウホート分析モデルに関わる

問題で，コウホート表において，これら世代の値が１回しか現れないことによると考えられる． 

また，コウホート表のセル間において，時代効果，年齢効果，世代効果が，相互依存しない，すなわち独立と

いう制約を課し，各効果のパラメータを推定する因子間相関最小化型コウホート分析モデルを提案した．コウホ

ート表を横にみたときの値のセル間変動は，時代効果一定だから，年齢効果のセル間変動と世代効果のセル

間変動により説明できる．ここで，セル間において，年齢効果と世代効果が相関すれば，セル間変動を年齢効

果の変動と世代効果の変動に分離したことにならない．同様に，コウホート表を縦にみたときの値のセル間変動

は，年齢効果一定だから，時代効果のセル間変動と世代効果のセル間変動により説明できる．同様に，セル間

において，時代効果と世代効果が相関すれば，セル間変動を時代効果の変動と世代効果の変動に分離したこ

とにならない．本モデルは，各セルの３因子の効果の相関を最小化するので，３因子の効果が可能な限り分離

されるようなパラメータを導く． 

ただし，因子間相関最小化型モデルの問題点として，以下を指摘できる．第１は，ベイズ型や IE 型のように，

推定されるパラメータの特性が数学的に定義されておらず，推定のアルゴリズムが数学的に示されておらず，

洗練されたモデルとは言い難い点である．第２は，時代区分が２期のコウホート分析にしか使えず（註 7），汎用

性が低い点である．しかし，利点として，以下を指摘できる．第１は，推定されるパラメータの持つ意味が明確な

点である．すなわち，時代効果が世代や年齢の影響を受けないように，年齢効果が時代や世代の影響を受け

ないように，世代効果が時代や年齢の影響を受けないように，推定されるパラメータである．第２は，コウホート

分析を「３因子の効果の分離」と定義するならば，３因子が独立という制約を課すことでパラメータを特定するの

で，恣意的な操作が無い点である．第３は，Excel のワークシート上で，容易に計算できる点である． 

[謝辞] 

専修大学名誉教授森宏先生には，コウホート分析の方法に関する，貴重なアドバイスをいただいた．また，本

研究で用いたのと同じデータを用い，IE モデルおよびベイズ型モデルによるコウホート分析を実施していただ

いた．その結果は，本研究における分析結果の検証に役立った．記して感謝の意を表する． 

 

（註 1）田中他〔6〕は，ベイズ型モデルと IE モデルが，識別問題を恣意性なしに克服するための工夫を紹介し，両モデルに

よる推定値がほぼ一致するとしている．しかし，森他〔7〕は，予め３効果を想定して作成したコウホート表を用い，IE モ

デルとベイズ型モデルが３効果を復元できるかどうかの実験を行い，復元できないケースが少なくないとしている． 

（註2）横方向のセル間での値の変化分など，𝑥𝑙と𝑦𝑙以外のセル間の値の変化分は，全て𝑥𝑙と𝑦𝑙により表現できる． 

（註3）(5)式を正しく示せば以下のとおりである．𝑥𝑙と𝑦𝑙は既知の値である． 

𝑃1 = 𝐶7/6 + (−6𝑥1 − 5𝑥2 − 4𝑥3 − 3𝑥4 − 2𝑥5 − 𝑥6)/42 

𝑃2 = 𝐶7/6 + (6𝑥1 + 5𝑥2 + 4𝑥3 + 3𝑥4 + 2𝑥5 + 𝑥6)/42 

𝐴1 = 5𝐶7/6 + (30𝑥1 + 25𝑥2 + 20𝑥3 + 15𝑥4 + 10𝑥5 + 5𝑥6 − 35𝑌1 − 28𝑌2 − 21𝑌3 − 14𝑌4 − 7𝑌5)/42 

𝐴2 = −𝐶7/2 + (18𝑥1 + 15𝑥2 + 12𝑥3 + 9𝑥4 + 6𝑥5 + 3𝑥6 + 7𝑦1 − 28𝑦2 − 21𝑦3 − 14𝑦4 − 7y5)/42 

𝐴3 = −𝐶7/6 + (6𝑥1 + 5𝑥2 + 4𝑥3 + 3𝑥4 + 2𝑥5 + 𝑥6 + 7𝑦1 + 14𝑦2 − 21𝑦3 − 14𝑦4 − 7𝑦5)/42 

𝐴4 = 𝐶7/6 + (−6𝑥1 − 5𝑥2 − 4𝑥3 − 3𝑥4 − 2𝑥5 − 𝑥6 + 7𝑦1 + 14𝑦2 + 21𝑦3 − 14𝑦4 − 7𝑦5)/42 

𝐴5 = 𝐶7/2 + (−18𝑥1 − 15𝑥2 − 12𝑥3 − 9𝑥4 − 6𝑥5 − 3𝑥6 + 7𝑦1 + 14𝑦2 + 21𝑦3 + 28𝑦4 − 7𝑦5)/42 

𝐴6 = 5𝐶7/6 + (−30𝑥1 − 25𝑥2 − 20𝑥3 − 15𝑥4 − 10𝑥5 − 5𝑥6 + 7𝑦1 + 14𝑦2 + 21𝑦3 + 28𝑦4 + 35𝑦5)/42 

𝐶1 = −𝐶7 + (5𝑥1 + 3𝑥2 + 𝑥3 − 𝑥4 − 3𝑥5 − 5𝑥6)/7 

𝐶2 = −2𝐶7/3 + (9𝑥1 + 4𝑥2 − 𝑥3 − 6𝑥4 − 11𝑥5 + 5𝑥6)/21 
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𝐶3 = −𝐶7/3 + (3𝑥1 − 𝑥2 − 5𝑥3 − 9𝑥4 + 8𝑥5 + 4𝑥6)/21 

𝐶4 = (−𝑥1 − 2𝑥2 − 3𝑥3 + 3𝑥4 + 2𝑥5 + 𝑥6)/7 

𝐶5 = 𝐶7/3 + (−9𝑥1 − 11𝑥2 + 8𝑥3 + 6𝑥4 + 4𝑥5 + 2𝑥6)/21 

𝐶7 = 2𝐶7/3 + (−15𝑥1 + 5𝑥2 + 4𝑥3 + 3𝑥4 + 2𝑥5 + 𝑥6)/21 

（註4）第２表から想像できるように，𝐴𝑗に関わらず，𝑃𝑖は𝑃1と𝑃2の二値しかとらない． 

（註5）Kendallの一致係数（𝑊）は，各データセットにおける𝐶𝑘の大小関係がどの程度一致しているかの指標である． 𝐶𝑘の順

位が完全一致すれば，一致係数は1となる．統計量𝑊 ∙ 𝑛(𝑘 − 1)が近似的に自由度𝑑𝑓 = 𝑘 − 1の𝜒2分布に従うので，

帰無仮説「５つのデータセットにおける𝐶𝑘の順位に一貫性がない」を棄却できるかどうかの検定が可能である． 𝑛はデ

ータ数（=5），𝑘は群数（パラメータのカテゴリー数）である．各データセットにおける𝐶𝑘の順位がほぼ一致するとき，帰無

仮説が正しいならば非常に稀なことが起こったと言え，帰無仮説を棄却できる． 

（註6）統計量(𝑃̅1 − 𝑃̅2)/𝑠√1 𝑛1 + 1 𝑛2⁄⁄ が自由度𝑑𝑓 = 𝑛1 + 𝑛2 − 2の𝑡分布に従うので，帰無仮説「𝑃1と𝑃2に差がない」を

棄却できるかどうかの検定が可能である． 𝑃̅𝑖は平均値，𝑠は両群から合成した分散，𝑛𝑖はデータ数である． 

（註7）時代区分が３期以上の場合，方程式の数が未知数のパラメータの数を上回ってしまう． 
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